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１ はじめに 
1.1 犯罪対策閣僚会議による再犯防止に向けた取り組み 
わが国では、刑法犯の認知件数が 1996 年から増加傾向にあり犯罪情勢の悪化が懸念され
たため，2002 年に設置された犯罪対策閣僚会議によって、「犯罪に強い社会の実現のための
行動計画－「世界一安全な国、日本」の復活を目指して－」が策定された。そして，平穏
な暮らしを脅かす身近な犯罪の抑止等の重点課題を設定する等、治安回復のための基本方
針を示し、犯罪防止に向けての取り組みがなされてきた。その成果として 2003 年からは認
知件数は毎年減少傾向となってきたことから，再犯防止対策の重要性が認識されることと
なった。 
同会議は 2008 年に「犯罪に強い社会の実現のための報道計画 2008」を策定し，その中
でも「犯罪者を生まない社会の構築」を重点課題の一つとし刑務所出所者等の再犯防止施
策を推進するとした。また，2010 年には「再犯防止対策ワーキングチーム」を設置し，刑
務所出所者等の帰住先・就労先の確保，薬物依存・高齢・障害等といった特定の問題を克
服するための課題に対して，関係省庁が連携して再犯防止に向けた取り組みを実施した。
2012 年には「再犯防止に向けた総合対策」を策定し，策定後 10 年間の取り組みとして数
値目標を掲げ一層の再犯防止対策の推進を図った。さらに 2013 年には「「世界一安心な日
本」創造戦略」が閣議決定された。 
その後，2014 年には「宣言：犯罪に戻らない・戻さない～立ち直りをみんなで支える明
るい社会へ」を決定し、刑務所出所者の仕事と居場所の確保等に向けて，2020 年までに「犯
罪や非行をした者の事情を理解した上で雇用している企業の数を現在の 3 倍にする」，「帰
る場所がないまま刑務所から社会に戻る者の数を 3 割以上減少させる」という二つの数値
目標を設定した。2016 年には「薬物依存者・高齢犯罪者等の再犯防止緊急対策～立ち直り
に向けた息の長い支援につなげるネットワーク構築～」を決定し，更なる再犯防止推進を
図っている。そして、2017 年には再犯防止推進法が制定され、2018 年、都道府県における
地域再犯防止推進モデル事業が実施されようとしている。 
 
1.2 再犯防止のための出口支援（特別調整）と入口支援 
著書「獄窓記（山本譲司著：2003）」は，服役を繰り返す一定数の高齢者や障害者が刑務
所内に収容されている事実を体験記として著したものである。これにより，これまで知り
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得なかった刑務所の実態について、世間の人々が強い関心をもつようになった。著者は獄
中に障害者の介護等を担当していた。矯正施設に入所して服役している障害者が多いこと
が詳しく記されている。 
そのような障害者等が出所する時に支援する福祉的機関として地域生活定着支援センタ
ーが 2009 年より全国都道府県に設置されている。その業務は出所直後の環境調整としての
コーディネート業務、その後の生活について関係機関との会議に出席する等はフォローア
ップ業務となっている。コーディネート業務とは、保護観察所からの特別調整協力等依頼
に基づき、矯正施設退所後に必要な福祉サービス等の内容を確認し、その福祉サービスを
利用できるよう支援する。具体的には、対象者に面接してアセスメントや支援計画を作成
し、福祉関係機関と連携しながら対象者の生活支援を実施する。フォローアップ業務とは、
コーディネートした後に、安定した地域生活が過ごせるように継続して一定期間フォロー
する。言うなれば、退所者の地域での住まいと就労の場を探す業務に他ならない。そして、
特別調整期間が過ぎた後は相談支援業務として本人に関わっている。これらの業務は一連
の継続的な支援であり，刑務所出所後のいわゆる出口支援として設定された業務である。 
保護観察所から認められる特別調整の対象者とは、高齢者か障害者で社解放後に住居が
ないこと、福祉サービスが必要なこと、本人が対象者となることを希望していること、個
人情報を福祉機関等に提供することに同意していること等が必要である。そして、矯正施
設退所者の高齢者・障害者施設または宿泊型自立訓練事業所における受け入れ支援、その
後の移行によるグループホームでの支援として報酬が加算される。 
以上のように、出口支援は、矯正施設退所者に対して、保護観察所から地域生活定着支
援センターへ福祉につなげていく支援を依頼する。その一方で、再犯に及ばないように、
被疑者・被告人の段階で福祉につなぐという入口支援の対応が強く求められてきた。 
出口の対応も大切ではあるが、入口で矯正施設に入所しないように食い止める支援が重要
と言われている。しかし、その入口支援は出口支援のように制度化されているものではな
いことから、司法と福祉のつなぎ役として定まった機関等はない。そのようなことから、
本稿では、そのつなぎ役の一つの形として、刑事司法ソーシャルワーカーの位置づけと実
践について事例を交えながら明らかにする。 
  
２ 入口支援における刑事司法ソーシャルワーカーとは 
2.１ 刑事司法ソーシャルワーカーの養成と実践 
入口支援とは高齢者・障害者等の被疑者・被告人を釈放後に福祉機関等につなげる支援
である。その刑事司法の場において福祉的支援を行う刑事司法ソーシャルワーカー（千葉
県社会福祉士会司法福祉委員会登録者）とは社会福祉士の資格を有している。その刑事司
法ソーシャルワーカーを養成している千葉県社会福祉士会司法福祉委員会の取り組みを下
記に紹介する。 
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千葉県社会福祉士会での取り組み・養成とマッチング支援事業 
千葉県社会福祉士会司法福祉委員会では、刑事司法ソーシャルワーカー養成講座を修了
し、刑事司法ソーシャルワーカーとして登録することによって、弁護士と協働し被疑者・
被告人の支援に関わっていくことになっている。 
マッチング支援という名称は、その事案について，弁護人と刑事司法ソーシャルワーカ
ーとの協働ということでのマッチング、そして、高齢者や障害のある被疑者被告人と刑事
司法ソーシャルワーカーとのマッチング、それから、その事案と刑事司法ソーシャルワー
カーとのマッチング、という 3 つのマッチングについて司法福祉委員会で支援していく姿
勢を表している。 
司法福祉委員会では、刑事司法ソーシャルワーカーとして登録できるのは、当会の会員
のみとし、登録会員には，実践の依頼、学習会や事例検討会への積極的な参加を呼びかけ
ている。研修受講・登録・実践・学習会参加によって登録員の専門性を担保している 
刑事司法ソーシャルワーカーの実践については、マッチング支援事業と称して、刑事司
法ソーシャルワーカー登録員の刑事司法の関与に関する事業を実施要綱として定めている。 
当会の実施要綱に沿って社会福祉士が刑事司法活動に円滑に参加できるよう司法福祉委
員会は千葉県弁護士会刑事弁護センターと司法福祉連携協議会を定期的に開催し，事例検
討、事例報告も行い、互いの専門職としての活動について理解を深めている。 
そのマッチング支援事業のシステムは，弁護士会所属弁護士からの協力依頼により，司
法福祉委員会が登録員の中から本人の承諾を受け，当該弁護士に刑事司法ソーシャルワー
カーを推薦し通知する。それと同時に当会事務局を通して弁護士会刑事司法委員会に通知
することになっている。具体的には、弁護士からの要請はマッチング依頼書によって、当
会事務局が受付、司法福祉委員会マッチング支援担当者が要請内容を精査し受理する。そ
の後、マッチング支援担当者は刑事司法ソーシャルワーカーに対し、マッチング依頼書に
よって詳しく情報を提供する。 
 司法福祉委員会は、弁護士の要請内容から判断し、これに応じることが困難もしくは
不適当である場合は、弁護士にその理由を説明し協力要請を断ることができることになっ
ている。刑事司法ソーシャルワーカーは支援を開始する前に、要請者である弁護士から被
支援者の援助利用同意書を受け取る。事案が終結後，刑事司法ソーシャルワーカーは司法
福祉委員会へ速やかに報告書を提出する。このマッチング支援事業では、刑事司法活動に
関して指導・助言するスーパーバイザーを配置し、刑事司法ソーシャルワーカーの実践の
後方支援を行うことも可能である。 
以上の内容は，一般社団法人千葉県社会福祉士会刑事司法ソーシャルワーカー登録員の
刑事司法への関与に関する事業（マッチング支援）実施要綱に示されている。 
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2.2 刑事司法ソーシャルワーカーの専門性 
さて、刑事司法の場において福祉的支援を行うとなれば、その領域つまり刑事司法に関
する知識がなければならない。社会福祉の専門的知識（社会福祉六法、関係他法、社会福
祉援助技術等）は当然であり、刑事司法関連他領域等の知識（犯罪心理学、犯罪社会学,司
法面接学、司法福祉学等）も必要となる。また実践理論（人の情緒・認知・行動への視点、
人と環境との相互作用あるいは交互作用への視点、適切な介入戦略等）、その他（多様な社
会資源から得た知識の再構築等）が考えられる。実際には、実践と共に他領域に触れて知
識を獲得していくと思われる。 
このような知識は，クライエント（被疑者・被告人等）の支援として介入するうえで，
ソーシャルワークの理論の裏付けにもなる刑事司法ソーシャルワーカーの専門領域といえ
る。もちろん、刑事司法ソーシャルワーカーは，基本的にはソーシャルワークを実践して
いる。したがって当然に、ソーシャルワークのグローバル定義に沿って倫理、価値、理論、
実践の定義をわきまえ刑事司法ソーシャルワーカーは活動している。 
刑事司法ソーシャルワーカーの活動により，対象者が，地域の福祉支援に結びつき、地
域での安定した生活や就労等によって生きづらさが少しでも解消でき、地域の枠組みに定
着していくならば、刑事司法ソーシャルワーカーの存在意義は大きいと言えるだろう。ま
た、「立ち直りをみんなで支える社会」に向け，刑事司法ソーシャルワーカーは，当事者で
ある高齢者・障害者等への「犯罪に戻らない・戻さない」という再犯防止の一役を担って
いると言える。 
刑事司法の場における福祉支援者ということであれば、矯正施設を出所する高齢者や障
害者等に対して、帰住先の調整や就労等の調整に重点を置いて出口支援をおこなっている
福祉関係機関がある。また、独立型の刑事司法ソーシャルワーカーも存在するが，地方検
察庁や矯正施設、更生施設，地域生活定着支援センター等に勤務しているソーシャルワー
カーもいる。そのように様々な役割でソーシャルワーカーとしての活動の場があることか
ら、将来的には，被害者支援機関や法テラス等の機関に刑事司法ソーシャルワーカーの活
動が広がって行くものと期待したい。 
 
３ 入口支援における対象者とその生活課題 
3.1 入口支援の対象者 
現在、刑事司法ソーシャルワーカーは基本的に軽微な罪を犯す高齢者や障害者を対象に
している。その軽微な罪といえば、窃盗、暴行、傷害、詐欺、器物損壊、住居侵入、恐喝、
占有離脱物横領、偽造等がある。その中の窃盗には、万引き、自転車盗、自動車盗、オー
トバイ盗、空き巣、出店荒し、事務所荒らし、車上ねらい、自動販売機ねらい、ひったく
り等がある。そのような軽微な罪を犯した被疑者・被告人は、犯罪を繰り返している場合
も多い。つまり、累犯者である。前科前歴を見ると、本人の過去の困窮状況や生活の乱れ、
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精神状態等の情報を得ることが可能となる。 
また，被疑者・被告人の中には、障害が疑われ福祉的支援が必要であるにもかかわらず、
孤立した生活をしてきた人も少なくない。累犯者の人物像が具体的に明らかでない場合，
初めて刑事司法に関わる支援者は、被疑者が累犯者と聞くと支援を躊躇しかねない。しか
し、実際に本人に接見してみると、福祉につながりがない孤立している累犯障害者である
ことに気づく事もあり、そこで改めて積極的な介入の必要性を実感する者も多いと思われ
る。対象者は複数の生活課題を抱えている場合がほとんどである。したがって、支援計画
は生活課題を解消していく環境作りである。 
以下、対象者として多い高齢者と精神障害者の現状について平成 29 年度版の犯罪白書に
より概観する。 
 
① 高齢者 
 高齢者の検挙人員は、高齢者の検挙人員は、わが国の高齢者人口の増加率をはるかに上
回る勢いで、平成 20 年までは増加傾向であったが、その後は概ね高止まりで横ばいに推移
している。高齢者の場合、認知症や精神障害が疑われる者も含まれ、その罪名別検挙人員
は窃盗の割合が約 7 割高い傾向となり、平成 24 年までは著しく増加していたが、その後は
横ばいで推移している。障害及び暴行の検挙人員も著しく増加しており、平成 28 年には平
成 9 年の約 17.4 倍であった。重大事犯である強盗の検挙人員も増加傾向にある。特に女性
の刑法犯検挙人員についても、やはり高齢化が顕著で有り、罪名別に見ると 9 割が窃盗（そ
のうち約 8 割が万引き）の占める割合は高いことが特徴となっている。 
 
② 精神障害者 
 平成 28 年の精神障害者等の罪名別の検挙人員は、窃盗が最も多く約 3 分の 1 を占めてい
る。次いで傷害・暴行であった。また、同年の刑法犯の検挙人員のうち精神障害者等の比
率は 1.8％であったが、罪名別でみると放火（20.3％）、殺人（14.8％）において高かった。 
精神障害といっても主に統合失調症、感情障害、双極性障害、アルコール依存等である
が、服薬がなされず精神障害が重くなり犯罪におよんだ事案もある。また、住み込み寮を
追い出された者、ホームレスで帰住先のない者等の様々な理由で住所不定となり無職であ
る場合が多く見受けられる。 
 
3.2 対象者の生活課題 
①生活困窮と生活保護 
生活困窮者とは、経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなる恐れ
のある者と定義され、生活困窮者自立支援法は 2015 年に施行されている。支援事業内容は、
生活保護に至る前の段階で自立支援を行う措置として、自立相談支援事業、住居確保給付
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金の支給等を実施している。 
この事業を中心に更生支援計画を実施した事案としては、たとえば窃盗で逮捕されたホ
ームレスであるが就労意欲があり就労可能な場合、釈放後、最初は生活困窮者自立支援事
業を利用し、住居確保給付金の支給を受けたが、その後、就職し収入を得て自立し、この
事業支援を終えた者がいる。 
次に、生活保護制度の利用者の統計について簡潔に述べる。生活保護制度を利用する被
保護人員は、1996 年頃から大幅に増加傾向で過去最高記録を毎年塗り替えているような状
況である。年齢階級被保護人員の統計を見ると、1997 年以降は、すべての年齢層（幼少年
齢層、稼働年齢層、高年齢層特に単身世帯）において増加傾向となっており、それは景気
が低迷していることが大きな要因とされている。 
刑事司法ソーシャルワーカーが支援するにあたり、生活保護制度を利用する事案は、扶
養義務者の確認が取れず他法他施策の利用もほぼ見当たらない場合である。主に、生活費
として生活扶助、家賃として住宅扶助、病院への受診費用として医療扶助を中心に受給で
きるよう申請手続きに同行している。対象者が高齢や障害により就労できず収入が見込ま
れなければ、年金受給等と生活保護費受給への手続き支援をおこなう。 
 
②ホームレス 
2012 年の厚生労働省のホームレスの実態に関する全国調査の実施結果では，ホームレス
の数は減少しているが高齢化（約 30％）と長期化（10 年以上が約 25％）の傾向にあること
が示された。路上生活者の中には，生活が成り立つ程度の収入を廃品回収（約 78％）等で
得て、路上生活でも生きていけるという者もいる。若者層は「人間関係で仕事を辞めた」、
「就労環境が悪く仕事を辞めた」という者が多いと調査結果に示されている。また再路上
化している者が一定数いる。このような結果から、ホームレスの自立支援には、倒産や失
業等だけでなく、人間関係，家庭内の問題，疾病などの多重問題への支援が必要とされて
いる。 
 さて、軽微な罪を犯した被疑者・被告人の中にも、逮捕時にホームレス生活をしていた
者も少なくない。たとえば、高齢者でホームレス歴が長く廃品回収で生活費を得ていたが、
足が痛く歩くのが億劫という理由で自転車盗により逮捕された事案がある。また勤務して
いた会社が倒産したので住み込み寮を追い出され、自分で仕事を見つけられず、お金も尽
きて弁当を万引きした男性もいる。そして、高校中退した若者で、就職したが就労先の人
間関係に疲れ退職し、職場を転々としているうちに漫画喫茶や公園で寝泊まりするように
なった事案もある。 
 このような事案に対して、刑事司法ソーシャルワーカーは、ホームレスになった理由や
その生活の状況、収入源の情報、今後の生活についての希望を聞きながら、生活保護制度
等の利用を視野に入れ支援を見立てている。ホームレスの中には病院に受診したことがな
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く、認知症の進行、疾病の重度化、感染症の保有等も見られ、医療につなぐことが先決の
事案も少なくない。 
 なかには、当初、本人が福祉的支援に同意しても、支援途中で「廃品回収で収入があり
生活できるので、福祉の支援はいらない。」と言って、釈放後に再びホームレス生活に戻る
者もいる。 
 
③家族の拒絶 
刑事司法福祉の対象者と家族との関係は、絶縁状態であることが少なくない。たとえば、
「家庭内暴力のため帰ってきてほしくない。」、「20 年以上連絡を取っていない」、「家族とし
て何度も警察に呼び出されて仕事も手につかない」、「本人が死んでも連絡はくれるな。」等
の言葉とともに本人を拒絶している。本人と家族の相互関係は崩れたまま長期継続されて
しまい、修復を図る余地もなく、絶縁状態に近いと言える。特に家族からの金銭的援助は
ほとんどない。 
援助資源としての家族について調査した大和礼子は、「お金を借りる」場合、家族や親族
に頼れない人は、その代わりとして専門機関に援助を期待するという結果を示し、その反
転として、自分自身の資源が乏しい人ほど、家族・親族からの援助も期待しづらいと考察
している。この調査結果のように本人が家族に援助を求めない場合、専門機関に相談しよ
うとする思いと相談するまでの時間的ずれが長いほど孤立状態に陥りやすいと考えられる。
そのため更生支援計画では、孤立をしないように、人との接点を持てるよう組み立てる。 
 
④転職を繰り返す 
障害者・障害が疑われる者・女性・若者等の軽微な犯罪の事案では、逮捕時において、
ほとんどの者は就労していない。高齢や精神障害のため就労等不可能な事案も少なくない。
被疑者・被告人のなかには、職場を転々として何とか生活をつなげてきた者、会社の人間
関係に疲れ離職しうつ状態になっている者、仕事をしたいのにアルバイトの面接に全部落
ちて就労できていない者もいる。本人に適さない就労のため，職場で人的トラブルや事件
を起こしてしまうことがある。 
このような事案では、刑事司法ソーシャルワーカーは本人の希望を踏まえて就労先を探
すことや、釈放後、障害者等であれば相談支援専門員等の就労支援を受けることもある。
いずれにしても、本人一人では本人に適した就労先を見つけられない状況が見られる。 
さて、被疑者・被告人を福祉につなぐポイントは、「居場所」と「出番」の確保と言われ
ている。もちろん、基本的な支援として「居場所」である住環境を整え生活が安定してか
ら、その後「出番」の場を確保する。その「出番」とは主に就労であり、毎日のように出
掛ける先・行き先（就労先等）があることは、再犯防止の観点からも重要とされている。 
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⑤金銭管理不能 
日常生活での金銭管理能力が低下している場合は、本人の了解を得ながら社会福祉協議
会の日常生活自立支援事業を利用することが考えられる。この事業の対象者は「判断能力
が不十分なために、日常生活を営むのに必要なサービスを利用するための情報の入手、理
解、判断、意思表示を適切に行うことが困難であること」、「この事業の利用契約を締結す
る能力を有すること」、この二つの要件を満たす者となる。具体的な援助内容は、福祉サー
ビスの利用援助、日常的金銭管理サービス、書類等の預かりサービスであり適宜利用する
ことになる。 
 また、事案によっては成年後見制度を利用することも考えられる。成年後見の対象は精
神上の障害により判断能力を欠く常況にある者、保佐の対象は判断能力が著しく不十分な
者、補助の対象は判断能力が不十分な者としている。この制度の法定後見の開始の審判の
請求権者は配偶者や親族等であり、申立をする人がいない場合は市町村長申立も行われて
いる。成年後見制度の利用を提案する場合には、権利擁護に十分配慮する必要があります。 
 もちろん、家族による金銭管理も考えられるが、家族は拒絶・絶縁状態の場合も多く見
られ、それについては家族福祉の視点から家族間の負の交互作用についても考えなければ
ならない。 
それでは具体的な事案として、たとえば、「昨日、年金を受給しましたが、パチンコでお
金を全部使ってしまい、お腹がすいていたのでコンビニでお酒を盗りました。」とか、「ア
ルバイト代だけでは、ほしい物が買えなくて、そのことで実家にいる父と口論になり激怒
し殴りました。」等、認知症高齢者や知的障害のある者等で、金銭管理ができず、それによ
って窃盗や傷害で逮捕される事案がある。 
 
４ 刑事司法ソーシャルワーカーの実践 
 入口支援での刑事司法ソーシャルワーカーは、主に軽微な罪を犯した被疑者・被告人
である高齢者や障害者等の福祉的支援を行う。その刑事司法ソーシャルワークも基本的に
相談援助のプロセスと同じように展開する。ここでは、他機関他職種との連携の観点から、
支援を 6 つのプロセスに分けて説明する。最初に弁護士との打合せ、接見、アセスメント・
見立て、福祉関係機関との調整、更生支援計画書の作成、情状証人として出廷、そして釈
放後に終結に向かっていく。 
ただし、被疑者段階であれば，本人の逮捕から勾留満期までに最長 23 日間であり，時間
的制限に留意しなければならない。支援体制の構築に時間を費やす可能性が高いので、か
なり迅速にかつ丁寧に活動することが望まれる。公判請求がなされれば，判決までに時間
的余裕はある。 
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①  弁護士との打合せ 
刑事司法ソーシャルワーカーは事案を依頼された後、担当の弁護人と打合せを行う。主
な打合せの内容は、依頼の内容と取り決め、現時点で把握している本人の情報提供、知り
得た情報から予測される刑事司法ソーシャルワーカーの支援内容、初回接見予定日、本人
からの福祉的支援の同意・個人情報開示に関する代理人への委任状等の書類の受け取り，
弁護人のこれからの活動予定等である。   
勾留段階での弁護人は、本人から聞いた話をもとに、本人の家族等の関係者からも情報
を得る。刑事司法ソーシャルワーカーも本人に接見し、関係者等から必要と思われる情報
を収集し、更生支援計画を作成し釈放後の本人を福祉につなぐ。また弁護人は作成された
更生支援計画書を刑事弁護に活用する。 
このように、弁護人と刑事司法ソーシャルワーカーは、互いの専門領域の知見を活かし
て協働していく。刑事司法ソーシャルワーカーは支援の見立ての根拠を弁護人に説明し、
本人の人権保護を考慮しつつ福祉につなげていくという専門職としての姿勢や提案を示す。
たとえ、弁護人が本人の施設入所を提案しても、それに従うということではない。 
 
② 接見 
接見の時間は 30 分を超えない範囲で各施設が定める時間となっている。面会は平日のみ
で、ほとんどの接見は、15 分で終了される。接見の所用時間については、弁護士からの情
報量によって違ってくるので、一概には言えないが、実際に接見を経験してみると、とに
かく短く感じる。 
本人との接見は、ソーシャルワークでの受理面接（インテーク）、問題把握、ニーズ確定
の場面にあたる。接見の内容は、刑事司法ソーシャルワーカーが支援することへの本人同
意の確認、本人からの情報収集、ニーズの確認（初期評価）等となる。また、接見は必要
に応じて数回行なう。最終回の接見では、更生支援計画について同意を得ることになると
思われる。 
本人に障害がある場合、話す速度はゆっくりで，会話の進め方や内容の選択等は、その
障害特性に応じたかかわり方や面接技法を用いる。アクリル板越しで、難聴の高齢者は聞
き取りにくいことがあるので、筆談のように紙に文字を書くことや，前もって絵を描いて
持って行く等の準備を要することもある。接見時の聴覚障害者や難聴高齢者への配慮が望
まれる。 
 
③ アセスメント・見立て 
人的物理的環境における情報は、身体機能、精神状態、社会環境に分けてファイスシート
並びにアセスメントシートに記載し、その情報間の交互作用はどのような状態となってい
るのかを評価する。アセスメント情報が少なければ見立てることも困難あるいは違った見
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立てとなる可能性もあるので、できる限り必要と思われる情報を収集する。 
そして、「なぜ、そのような生活になったのか」、「なぜ、そのような罪を犯したのか」等、
事件の背景や生活の困難な状況等について、本人の全体の生活環境から問題点を把握し分
析する。刑事司法ソーシャルワーカーは、特に本人と環境の交互作用による様々な問題に
着目する。本人のストレングス（強さの面）と課題（マイナス面）を明確にして支援方法
を検討し結果予測まで見立てる。 
釈放後の支援を見立てるときには、本人の生きづらさをなるべく解消する環境調整を考
え、本人の希望や要求等に沿うように検討する。しかし、必ずしも本人の意に沿うとは限
らないので、本人には、丁寧に説明し話し合うことになる。そのような作業能力は、刑事
司法ソーシャルワーカーとしての専門知識、社会保障制度，社会福祉制度、医療等の各制
度政策や福祉サービスの受給要件等の様々な知識が必要とされる。 
 
④ 福祉関係機関との調整 
多機関多職種による更生支援の計画であれば、支援会議を招集する。公判請求されるよ
うであれば支援会議は数回招集することは可能となる。場合によっては、支援会議に家族
が参加することもある。また、事案によっては、家族や施設等の支援先が単独であれば、
支援会議（関係者会議とかケース会議とか言われるが名称に拘らない）は二者間での開催
となる。支援会議等では支援先と情報を共有し、これまでの本人の生きづらさの問題点を
検討・把握する。 
会議の流れは、他職種の支援計画の提案を尊重しながら会議を進め、刑事司法ソーシャ
ルワーカーはセスメントや見立てについて根拠を示しながら説明し、修正しながらも更生
支援計画の内容の合意を図る。各機関の役割分担を決め、本人釈放後に連携した支援を行
なえるようにする。その時になって，支援計画の変更や新たな支援が見込まれるときは、
再アセスメントが必要となる。 
不起訴等により、本人の釈放までに時間がなく、また関係機関との時間的調整ができず
支援会議を開催したくてもできない場合は、キーマンとなる機関が決まっていれば、釈放
後にその機関に再アセスメントも含め任せる。 
 
⑤ 更生支援計画の作成 
 更生支援計画は、刑事司法ソーシャルワーカーが支援を見立て，支援会議で検討し作成
していく。したがって、今後の支援先である福祉関係機関等が招集された会議では、本人
情報としてフェイスシートやアセスメントシートを配布し本人の状況を共有する。それと
共に、刑事司法ソーシャルワーカーが見立てとして記載した更生支援計画簡易版等を配布
し事案の全体像を示すと、各自の具体的な役割等をより明確にできる。そして、更生支援
計画が完成したら、その支援内容について本人の同意を得ておく。 
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 弁護人は、福祉的支援計画が実行されることで再犯を防止できることを立証するため、
あらためて更生支援計画書の作成を刑事司法ソーシャルワーカーに依頼し、それを裁判所
に証拠として提出する。弁護活動において，この更生支援計画書の位置づけは大きく、短
期間にどれだけ情報収集ができ、本人の同意を含む計画が作成されるかはポイントとなっ
ている。 
刑事司法ソーシャルワーカーは、あくまで本人を福祉的支援につなぐ役割であり、司法
判決には踏み込まない中立的な立場に留意しつつ更生支援計画書を作成していく。更生支
援計画書の記載内容は、まず、計画書作成者の自己紹介として、「刑事司法ソーシャルワー
カー」が対応していることを、文頭で明記することは、この計画書の信頼性を高める上で
重要である。 
本人が釈放されれば、計画に基づいて福祉的支援を実行する段階となる。しかし、ある
意味、限定された関係性の中での計画の見立てであり、本人釈放後、その更生支援計画に
沿って支援を始めても、まったく違う方向に行くこともあり、計画を修正しながら支援し
ていくこともある。時には、福祉の支援も関係しないこともあるし、本人がいつの間にか
いなくなること（行方知らず）も少なくない。提出した更生支援計画は絶対とは言えない
し、釈放後、変更はあり得ることも、更生支援関係者間の共通認識としたい。 
 
⑥ 情状証人 
 弁護人から情状証人として出廷を依頼されたら、刑事司法ソーシャルワーカーは弁護
人と念入りな打合せをする。アセスメントと更生支援計画について証言する事が多いので、
これまでの振り返りを行い、証人として準備をする。 
裁判では、最初に裁判官から証人の属性を問われた場合、そこは千葉県社会福祉士会開
催の研修を修了し刑事司法ソーシャルワーカーとして登録・実践している旨を述べる。そ
れ以外に各人の資格，所属や福祉への関わり等について端的に答える。それから、支援の
経過、アセスメントの内容、更生支援計画の内容、計画の実効性、釈放後の刑事司法ソー
シャルワーカーの関わり方等が質問されるかもしれない。証人尋問は通常、一問一答形式
であり、丁寧に付け足して話す必要はなく、質問されたことに対して端的に短く返答する
ことが望まれる。最近は，障害者への理解や介護保険制度の知識等を習得している検察官
も多く、反対尋問では福祉制度に関する質問を出されるかも知れないが、そのような時も、
端的に答えることが求められる。 
 
５ 事例から見るつながりの形（支援と連携の危うさ）  
 刑事司法ソーシャルワーカーは，被疑者・被告人の高齢者や障害者等に接見し，本人の
状況や犯罪の動機，今後の移行等について直接話を聞く機会を設ける。その間わずか 15 分
程度なので，初回接見は自己紹介等で終わることが多いと思われる。顔を覚えてもらうこ
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とと共に，刑事司法ソーシャルワーカーが一番伝えなければならないことは，援助関係を
築くための誠実さ，共感，温かさ，新たな方向への希望等となる。刑事司法ソーシャルワ
ーカーは，そのような援助関係を形成するため，様々な技法を用いて面談する。 
さて，ここでは 3 つの事例を取り上げ、刑事司法ソーシャルワーカーの直接援助のあり
方について、ストレングス視点とバイステックの 7 つの原則を交えて考察する。 
 
5.1 ストレングスの視点とバイステック（Felix P. Biestek）の法則 
問題が発生し、クライエントがどうしてよいかわからない時など援助が必要な時に、ソ
ーシャルワーカーが介入していく。そのようなときは、クライエント自身の生きるための
パワーが縮小しているときでもある。また、ソーシャルワーカーが援助することによって、
クライエントはソーシャルワーカーに依存するようになってしまうことがある。 
そのようなマイナスの援助を回避するために、ストレングス視点として，ソーシャルワ
ーカーはクライエントの強み・肯定的な要素（能力、人柄、経験等）に着目し援助してい
くことが大切であると言われている。 
そして，バイステックは，社会的に問題を抱えているクライエントに対して，ソーシャ
ルワーカーが良好な援助関係を形成することによって，クライエントの問題が前向きに解
決の方向に向かっていくことに着目した。このソーシャルワーカーがかもし出す援助関係
に 7 つの原則を導き出した。以下に 7 つの原則について簡単に説明する。 
① 個別化の原則 
同じような状況の問題であっても，クライエント個人の個別的な問題であると捉える。 
② 意図的な感情の表出 
問題解決に有効である場合は，クライエントの感情表出を意図的に促し傾聴する。 
③ 統制された情緒的関与 
クライエントの感情表現に対して，その際ソーシャルワーカーは自身の気持ちをコン
トロールし，専門職として関与する。 
④ 受容 
クライエントの強さと弱さ，感情や行動等を受け止めることによって，協働で問題解
決に向かっていける。 
⑤ 非審判的態度 
非難・審判しないことにより，円滑な援助活動を行うことができる。 
⑥ 自己決定 
クライエントの自己決定を尊重するが，自己決定能力，社会規範等によって制限され
援助の選択をする。 
⑦ 秘密保持 
ソーシャルワーカーは倫理的に秘密保持をしなければならない。クライエントが同意
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した範囲で個人情報を他機関等に提供する。 
 
5.2 本人不在の支援・・支援方法の選択肢がない事例 
 事例 A は，自転車盗により犯行の半年後に逮捕された高齢者（生活保護受給者）の事案
である。この事例のように、高齢者の自転車盗，生活保護を受けている高齢者，累犯高齢
者，被成年後見人等の高齢者など，置かれている環境が同じような境遇の高齢者は事例と
してよくあげられている。だからといって，「窃盗をする高齢者」という括りで個別性を無
視し，パターン化した支援をすることは，逆に問題を生じさせる。この事例の本人の能力
や経験，環境による個別性とは、たとえば、将棋がプロ並みの腕前，右耳難聴，DV により
離婚，被成年後見人，医療保護入院を経て有料老人ホーム入所等があげられる。 
 
事例 A————————フェイスシート及び更生支援計画と実際—— 
Ⅰ.基本情報 
Ⅱ.主な生活歴(生育歴・学歴・職歴・入退院歴・犯歴等) 
年齢 出来事 
 
 
40 歳 
 
65 歳 
 
67 歳 
 
78 歳 
  
79 歳 
高校を卒業し，東京浅草にて呉服仕立て職人として 10 年勤務する。 
その後，仕事を転々としている。結婚。 
生まれ故郷に帰り，友人と遊び歩いていた。 
また，将棋が得意で，地域の将棋大会で優勝するなど，かなりの腕前である。 
生活保護を受給するが，収入の虚偽の申告により生活保護違反で生活保護廃止となる。
その後，再申請をして生活保護受給に至っている。 
右耳難聴により耳鼻科で検査を受けたが，老化との診断であった。 
DV により妻（知的障害疑いあり）と離婚。 
パチンコ屋の入口に落ちていた財布から 3,000 円を窃取し現行犯逮捕。不起訴・執行
猶予 2年となる。 
元妻と同居。成年後見人制度利用。 
 
 
 
 
 
本人氏名   A 性  別    男 80 歳前半 
本人状況 
 借家に元妻と同居。金銭管理ができないので日常生活自立支援事業を利用。要
介護１にて，デイサービスを週 1回利用。アルツファイマー認知症。 
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Ⅲ.事件の概要 
Ⅳ 更生支援計画 
本人の同意 本人から福祉的支援についての同意あり。 
簡易鑑定 □有  ☑無責任能力(                 ) 
鑑定先・鑑定医(                       ) 
更生支援計画  前歴による執行猶予期限まで後 1年 6月ある。その間に再犯による実
刑の恐れがあるので，本人は借家住まいであったが救護施設か養護老人
ホームに入所し，パチンコ等への外出を避けるような生活をしていく。
Ⅴ.実際の経過 
 内       容 
ケア会議を開催し逮捕原因等を説明，今後の支援について考える。（弁護人，兄弟，甥，高
齢者福祉課，生活支援課，地域生活中核支援センター，ケアマネジャー，後見人） 
弁護人が接見し，釈放後の説明（医療保護入院）等を行う。 
釈放後，医療保護（3ヶ月以内限度）にて精神科病院の認知症病棟に入院。 
救護施設を見学したが，遠方なので後見人の交代が考えられる。また、介護付き有料老人ホー
ムの入所を検討したところ、本人の同意を得たので病院を退院し，老人ホームに入所。 
Ⅸ.更生支援計画と実際との相違等に関する所見 
執行猶予期間中に，自転車盗で逮捕される。本人は生活保護課でパチンコ屋の出入りを禁じ
られていたが，それでもパチンコ屋に出入りし，敷地に駐輪していた高校生の自転車を盗んだ。
高校生の荷物はその場に置いて，本人は歩きたくないので自転車を盗み乗って帰宅した。その
後，親族から自転車を購入してもらったが，盗んだ自転車も使用していた。事件が発覚したの
は，その半年後であった。前歴 5件あり。 
執行猶予の付いている 80 歳の累犯高齢者は，量刑により実刑となった場合，矯正施設の生活
は本人の身に堪える生活となると思われた。ケア会議（親族・ケアマネジャー・生活保護課職
員・高齢者福祉課職員・弁護人・刑事司法ソーシャルワーカー）では実刑しかないのかと思っ
ていたところ，本人の認知症が進行していたことから責任能力なしとなり、不起訴で医療保護
入院となった。 
 これにより医療保護入院期間の 3 ヶ月間で，本人の住居先として施設等を決めることになっ
た。本人は救護施設（他市にある）に見学に行ったが，やはり一人暮らしの借家に戻りたいと
言い張る。そこで説得に時間がかかったが，有料老人ホーム（これまで住んでいた同市）に入
所することになった。 
 地域で気ままな生活をするのであれば，再犯のおそれも出てくる。後期高齢者の身体状況を
考え執行猶予期間が明けるまでは，施設を生活の場として利用する。本人は徐々に施設の生活
に慣れてきている。 
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 勾留中の本人に面談したところ、本人は「取り返しのつかないことをした。何とかしてくれ。」
と言って泣いていた。これについて刑事司法ソーシャルワーカーは、本人が深く反省をする必要
があるので、意図的な感情の表出を促し傾聴した。 
 また、ケア会議では、本人が釈放された時に、どのような生活をするのか等の検討をした。本
人不在のまま支援方法等を考えていった。自宅に戻り同じような生活をするには再犯のリスクが
高いと思われたので、本人の居場所として救護施設か老人ホームのどちらかに入所することにな
った。しかし、本人は気ままな在宅生活を望んでおり、施設に入所することを最後まで拒み続け
た。結局、今まで住んでいた街にある有料老人ホームに入所し、生活保護を再開した。また本人
の強みである人懐っこさにより、他の入居者と気さくに話し和んでいった。 
 
5.3 福祉関係機関・・連携のグレーゾーン  
事例 B は、障害のある被疑者・被告人への支援ではなく、釈放後に自宅で生活している
本人に対して、成年後見人として関わっていく刑事司法ソーシャルワーカーの支援計画を
示している。事例は以下のとおりである。 
 
事例 B————————フェイスシート及び更生支援計画と実際—— 
Ⅰ.基本情報 
Ⅱ.主な生活歴(生育歴・学歴・職歴・入退院歴・犯歴等) 
 
年齢 
 
出来事 
 3 歳 
13 歳 
18 歳 
20 歳
～ 
知的障害あり 
知的障害児の手帳取得（IQ：45） 特別支援学校入学 友達はいない。 
学校卒業後，障害者就労継続支援を利用し事業所に通っていた。 
窃盗等を繰り返すが，反省の様子はない。 
高価な携帯，洋服等を購入，家庭内暴力，家族の通帳を盗む等により家族は本人を
拒絶 
Ⅲ.事件の概要 
コンビニでおにぎりを 2個，万引きする。 
累犯障害者であるが，不起訴となり自宅に帰る。 
Ⅳ 更生支援計画 
本人の同意 本人から福祉的支援についての同意あり。 
本人氏名   B 性  別    男、40 歳後半 
本人状況 地域で弟（前・成年後見人）と同居している。 
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簡易鑑定 □有  ☑無    責任能力(                    ) 
鑑定先・鑑定医(                                 ) 
更生支援計画  本人の住んでいる自宅は父親名義であり，父親がその自宅を売却する
とのことで，本人はグループホームに入所（転居）させる。また，自立
訓練事業あるいは就労継続支援事業を利用する。 
弟は成年後見人であったが，仕事が忙しく成年後見人を辞退する。弟
からは、本人が累犯の可能性が高いので，刑事司法ソーシャルワーク事
業等に関わっている社会福祉士に任せたい旨の意向があった。 
Ⅴ.実際の経過 
 内       容 
累犯窃盗で逮捕されたが，障害があり責任能力が低いことから釈放された。両親は本人との接
触を拒絶し，アパートに移転した。弟は成年後見人の辞任と専門職後見人の選出申請手続きを行
う。本人は自転車を乗り回し，自宅で自由に生活している。食事は弟が用意したものを食べてい
る。関係者会議を開催した。（障害者支援課，本人，相談支援事業所、刑事司法ソーシャルワー
カー）アパートに住みたいとの意向があり，生保費用の範囲内でアパートを探すこととなった。
Ⅸ.更生支援計画と実際との相違等に関する所見 
成年後見人の変更については，刑事司法ソ－シャルワーカーでの実践歴のある成年後見人が選任
された。 
 本人は地域に住むことによって，窃盗等の犯罪を重ねてしまう可能性が高い。そのためグルー
プホーム等の世話人等による見守りが必要と思われる。とりあえず，グループホームのお試し体
験を利用し，本人の対人へのストレス耐性を見極めたい。本人の障害により，今後も窃盗が繰り
返されると思われるが、そのような本人を丸ごと受け入れてくれるグループホームへの入所を望
む。しかし，本人には協調性がなく，人との関わりによるストレスによって窃盗等をしてしまう
ことも考えられ、取り敢えず、本人が希望する一人でのアパート暮らし、訪問生活介護と就労継
続支援事業を利用することになった。 
 関係者会議では、今後の本人の生活について話し合った。本人は最近、就労移行支援事
業所の工房に出勤していないことについて、「脳梗塞の後遺症で足がしびれ出勤していな
い。」と言っていた。刑事司法ソーシャルワーカー（成年後見人）は「足のしびれは後遺症
なので治らない。足がしびれても出勤しようね。」と言い、非審判的態度で対応し、就労に
よって日中の居場所を確保することを促した。 
また、本人だけで不動産屋に行きアパートを探していたようであるが、物件を見に行く
までには至らなかった。本人一人では見つけられないので、相談事業所の職員と探すこと
になった。 
 知的障害のある本人は、言語的能力が低く言葉が出てこない。その結果、言葉よりも手・
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暴力を振るうことにもなっている。また、アパートを探すために不動産屋に行くことはで
きるが、どのように交渉したらよいのかわからない。ほしい物があると欲望を抑えきれず
盗ってしまう等、その結果を予測することができない。刑事司法ソーシャルワーカーは、
このようは本人を受容し、本人の生活を支援していく。つまり、成年後見という立場から
は財産管理（障害者年金・生活保護費）と身上監護ということになるし、刑事司法の場に
おけるソーシャルワーカーとしては出番（就労等）と居場所（生活の場）の更生支援を行
う。 
 さて、この事例 B では、成年後見人の交代が行われた。家族は本人を支えていくにも限界が
あり拒絶状態であった。家族だからつながりを持てないケースで、外部者には語りきれない内容
があると思われる。他方、福祉機関やソーシャルワーカーは、本人の権利、自己決定を保証しな
ければならず、本人は自己決定後の事象について責任を持つことになる。この事例で具体的に言
えば、本人の自己決定によりアパートで一人暮らしをするとなれば、その後に想定される窃盗や
トラブルは本人一人の責任となるのだろうか。本人の自己決定のリスクを回避するため、支援者
である福祉関係機関やソーシャルワーカーはコントロールする必要が出てくる。この、本人の自
己決定と責任に対して、支援側の本人のリスク回避への支援はどのようであるべきか。本人の無
意識の愚行権行使をどこまで本人の責任と捉えるのか。これに明確な答えはなく、言うなれば支
援のグレーゾーンに入るのだろう。 
 
5.4 就労支援・・個と孤立 
 事例 C の本人は、高齢者や障害者等ではない。住み込みで就労していたが、その寮を追い出
され、現金欲しさに犯行に及んだ生活困窮者である。本人は就労先が決まれば、友人とも連絡を
取り、元のような生活に戻る考えである。 
 刑事司法ソーシャルワーカーの支援は、被疑者・被告人が障害者あるいは障害が疑われ
る者だけでなく、生活困窮者、就労支援が必要とされる者も対象とする。弁護士の支援依
頼によって活動するので、福祉の専門職として地域の福祉関係機関と調整等しながら更生
支援を作成する。具体的には以下のとおりである。 
 
事例 C ————————フェイスシート及び更生支援計画と実際——— 
Ⅰ.基本情報   
 
本人氏名   C 性  別   男 ５０歳前半 
本人状況 
 勾留中。服薬により血圧が安定している。本人としては、安定した生活を送る
ために、最低限の衣食住の確保と職歴のある建設関連の仕事に従事することを望
んでいる。 
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Ⅱ.主な生活歴(生育歴・学歴・職歴・入退院歴・犯歴等) 
年齢 出来事 
 
18 歳 
 
20 歳 
 
 
45 歳 
 
 
 
53 歳 
 
 
2 人兄弟の長男として生まれる。ここ 10 年、家族との交流はない。 
東京都立高校普通科に進学、卒業した。 
高校在学中からのアルバイト先であるマンション内装工事業に就職。 
その後，父が経営する金物工事の会社で、弟と一緒に働き、一家で実質的に会社を切
り盛りした。本人の人生で一番楽しかった思い出として述べていた時期で、30 代の頃、
月収が 100 万円の時もあった。 
25 年位勤務したが、会社が倒産した。 
その後、同じ業種の会社でアルバイトを 1 年。 
日雇い仕事をしながら 6 年間、転々とした。 
外構工事業会社に住み込みで就職した。 
酒気帯び運転で罰金 50 万の判決。罰金は、社長が立替払いした。 
部屋をごみ屋敷状態にしたことや飲酒傾向が強く、会社の寮から退去を余儀なくされ、
無断で会社の現場仮設事務所に寝泊まりし、仕事の現場へ出かけるようになった。 
Ⅲ.事件の概要 
1 週間前まで働いていた工事現場に侵入し、工具を盗み持ち帰り、翌 20 日買い取り業者へ無断
売却したことにより、後日逮捕された。 
Ⅳ 更生支援計画 
本人の同意 本人から福祉的支援についての同意あり。 
簡易鑑定 □有  ☑無    責任能力(           ) 
鑑定先・鑑定医(                         ) 
更生支援計画 飲酒の習慣、アルコール依存からの脱却を図る。 
生活の安定には、保護費の受給が不可欠で、生活保護の申請を行う。 
Ⅴ.実際の経過 
 内       容 
釈放後，福祉事務所で生活保護申請後、金木犀（千葉県弁護士会の社会復帰支援制度の対象宿
泊施設）へ入所する。 
断酒の会や地域の支援センター等の主催する会合への参加により、犯行の反省、再犯防止につな
がる生活習慣を身に付ける。 
宿泊滞在期間は、最長 1カ月でその間に、就労を目指して、面接などに積極的に参加する。特に
住み込み寮のある就職先を面接する。 
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Ⅸ.更生支援計画と実際との相違等に関する所見 
千葉県弁護士会の社会復帰支援制度を利用し，生活保護の申請後，金木犀（一時入所施設）に
入所する。その後，生活困窮者自立支援事業所の支援を受け，住まいと就労先を決めて，1 ヶ
月以内に施設を退所する予定である。自分で就労先を決められない者にとって，支援者がいる
ことは心強いと思われる。 
 土木関係の仕事を希望していたが，日雇いの仕事しかないので，継続的な仕事に変えて見る
ことも長い目でみれば大切である。 
 また，住まいも仲間がいる東京を希望していたが，住民票は千葉県内の元住み込み寮にあり、
東京が良いのか、考え直す時間も必要ではないか。 
 事例のような生活困窮者の窃盗は多く見受けられるが、各人の状況、今後の希望等が一
つとして同じケースはない。そして、更生支援計画と実際の違いもあるが、施設入所先で
その関係者がアセスメントし支援計画を作成することにもなっているので、実際との相違
がかなり出てくることは想定されるところである。この更生支援計画について、公判の裁
判長からは、刑事司法ソーシャルワーカーが作成した再犯防止のための支援として、高い
評価を得ることもあるかもしれないが、本人の置かれた場によって更生支援計画は変更・
調整される。 
 さて、この事例での本人の強みは就労する意欲があること、弱みは就労先を見つけられ
ないこと等があげられる。そのため支援は就労に重点を置くことになる。しかし、本人は
アルコール依存の傾向があるため、今後は断酒会等に参加しアルコールを控えた生活習慣
を身に付けることも大切なことになっている。このように本人の弱み（就労先を見つけら
れない・アルコール依存傾向）を見つけることは簡単で、いくつでもあげられるのかもし
れない。そのような場合は逆に本人の強みを見つけることは難しいのかもしれない。刑事
司法ソーシャルワーカーは本人の強み・ストレングスの視点を意識し支援することが重要
であると考える。 
  
６ おわりに 
 刑務所出所の出口支援は重要であるとしながらも被疑者・被告人の段階で福祉につなぐ
という入口支援の対応が強く求められている。 
刑事司法ソーシャルワーカーは本人との接見、弁護士や家族等からの話し、本人の障害
の程度や診断、生育歴、生活環境、犯罪時の状況等の情報を把握し、本人の「その人らし
さ」をイメージしてから更生支援計画を作成する。そして，対象者である被疑者・被告人
の高齢者や障害者が釈放された時のために，刑事司法ソーシャルワーカーは，福祉関係機
関と結びつける仲介機能と必要な社会資源を利用可能にするケアマネジメント機能を求め
られる。その実践事例として，ストレングスの視点とバイステックの 7 つの原則を用いて
刑事司法ソーシャルワーカーの福祉的支援について解説し考察を述べた。 
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 入口支援において，支援に向けての本人の自己決定が必要で，特に、本人の福祉的支援
を受けることへの同意である。刑事司法ソーシャルワーカーは、本人に福祉的支援は必要
と考えても、本人の同意なしに福祉につなぐわけにはいかないし、支援先と個人情報を共
有することもできない。このような本人の自己決定により本人の権利を擁護することが不
可能となった時、刑事司法ソーシャルワーカーは倫理的ジレンマを感じる。本稿ではそれ
を踏まえて，刑事司法ソーシャルワーカーの位置づけと実践について論じた。 
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